
料理人技術力向上支援事業費補助金交付要綱 

 
 

（趣旨）  

第１条 知事は、県内料理人の技術力向上に資する取組を支援することで本県

における上質な食体験の提供を担う人材を育成し、高価格帯飲食店の創出及

び本県の美食ブランドの確立、食を目的とした誘客の促進を図ることを目的

とし、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨

県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号）に規定するもののほか、

この要綱の定めるところによる。 

 

（補助金交付の対象） 

第２条 この補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」とい

う。）は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 山梨県内の飲食店又は宿泊施設における料理部門その他調理に係る業務

において、直近５年以内に連続して１年以上従事した経験のある料理人 

（２） 本事業の目的を踏まえ、本県の食の魅力の向上、食を目的とした誘客の

促進及び本県の美食ブランドの確立に資する技術の習得に強い意欲を有し、

その成果を県内に還元する意思を有する者 

（３） 本事業終了後、本県が行う美酒・美食関連事業に参画する意思のある者 

（４） 事業中及び本事業終了後に本事業の成果等を県広報媒体等で公表するこ

とができる者 

（５）県が主催する報告会などで事業成果を公表することができる者 

（６）本事業終了後、県内飲食店等に３年以上従事する意思のある者  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交

付を受けることができない。 

（１） 県税を滞納している者 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当する者 

（３） 山梨県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札参加

停止の措置期間中の者 

（４） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第６項に規定する施設（これに類するものを含む。）に従

事する者 

（５） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくはその構成員

（同条第６号に規定する暴力団員をいう。）である者、又はこれらと密接な

関係を有し、若しくはこれらを利用し、若しくはこれらに資金等を供給し

若しくは便宜を供与する等の関与をしていると認められる者その他暴力団

若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

る者は、補助金の交付対象としない。 



３ 同一の補助対象者に対する補助金の交付は、１回限りとする。ただし、補助

対象者は、別表に掲げる複数の補助事業について、同時に一括して申請する

ことができるものとする。この場合、申請は１回限りとし、追加申請又は後

からの事業追加は認めない。なお、知事が特に必要と認める場合は、この限

りでない。 

 

（補助金の交付の対象となる事業及び経費等） 

第３条 この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び

経費（以下「補助対象経費」という。）並びに補助率等は、別表に掲げるも

のとする。 

２ この補助金に千円未満の端数が生じたときは、その端数は、切り捨てるもの

とする。 

３ この補助金の交付を申請する内容と同一の経費が国又は県の他の補助金

（間接補助を含む。）の交付を受けている場合、この補助金の交付対象外とす

る。 

４ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税に相当する額を含めないものと

する。 

 

（補助金交付の申請、提出期限） 

第４条 この補助金の交付を受けようとする補助対象者は、補助金交付申請書

（様式第１号）に関係書類を添えて、別に定める日までに知事に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の申請は、当該補助対象者が実施しようとするすべての補助事業につ

いて、一括して行わなければならない。 

 

（補助金の交付の決定） 

第５条 知事は、前条の規定により、補助金を交付すべきものと認めたときは交

付の決定を行い、交付決定通知書（様式第２号）により速やかに通知するもの

とする。 

２ 知事は、前項の決定を行う場合は、有識者等で構成する検討会の意見を聴取

するものとする。 

３ 前項の検討会の開催に関して必要な事項は別に定める。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をしようとする

ときは、変更承認申請書（様式第３号）を提出し、知事の承認を受けること。

ただし、補助対象経費の各費目相互間において、いずれか低い額の３０％以

内を増減させる場合又は補助事業の目的の達成に支障を来さない事業計画

の細部の変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合

は、この限りではない。 

（２） 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、中止・廃止承認申請書（様



式第４号）を提出し、知事の承認を受けること。 

（３） 補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行

が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受ける

こと。 

（４） 補助事業を完了した日から起算して３箇月（災害、疾病その他やむを得

ない理由によりその業務に従事することができない期間は、算入しない。）

以内に県内の飲食店等における業務(開業の準備を含む)を開始又は継続し、

かつ、当該業務を開始した日の属する月から起算して３年（災害、疾病その

他やむを得ない理由によりその業務に従事することができない期間は、算入

しない。次号において同じ。）以上従事すること。 

（５） 前号の規定に基づき県内飲食店等における業務に従事することとされる

３年の間、毎年、知事が別に定めるところにより、業務に従事していること

を証明する書類を知事に提出すること。 

 

 

（状況報告） 

第７条 補助対象者は、補助事業の遂行及び収支状況について、知事の要求があ

ったときは、速やかに事業の遂行状況を知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第８条 補助対象者は、補助事業が完了した日又は廃止の承認を受けた日から

起算して１箇月を経過した日又は交付決定をした翌年度の４月１０日のいず

れか早い期日までに、実績報告書（様式第５号）に関係書類を添えて、知事に

提出しなければならない。 

２ 補助事業が完了しない場合において補助金の決定に係る県の会計年度が終

了したときは、補助対象者は、交付決定をした年度の翌年度の４月１０日まで

に当該年度に係る実績報告書（様式第５号）に必要関係書類を添え、知事に提

出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、前条第１項の規定による実績報告書の提出を受けた場合は、そ

の内容を審査し、補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、額の確定通知書（様式第６号）

により補助対象者に通知するものとする。 

２ 前条第２項の規定による年度に係る実績報告書の提出を受けた場合は、知

事は、当該年度における補助事業の遂行状況及び補助対象経費の支出状況を

確認するものとし、前項の規定による補助金の額の確定は行わないものとす

る。 

 

（補助金の交付方法） 

第１０条 知事は、第９条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定し

たのち、精算払いとして請求書（様式第７号）により補助金を交付するものと



する。 

 

（交付決定の取消等） 

第１１条 知事は、第６条第２号の補助事業の中止又は廃止の申請があった場

合及び次に掲げる場合には、第５条の交付の決定の全部若しくは一部を取消

し又は変更することができる。 

（１） 補助対象者が、法令、本要綱、募集案内又は法令若しくは本要綱等に基

づく知事の処分若しくは指示に違反した場合 

（２） 補助対象者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

（３） 補助対象者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をし

た場合 

（４） 補助対象者が交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部

又は一部を継続する必要がなくなった場合 

（５） 補助対象者が第６条第４号に規定する業務に従事しなくなり、かつ、継

続の意思があると認められない場合 

２ 知事は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定

めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（返還債務の免除等） 

第１２条 知事は、補助対象者が前条第１項第５号の規定に該当する際、当該補

助対象者が業務従事の期間中に死亡又は心身の故障による業務従事ができな

くなったときは、同条第２項で命じる補助金の返還の債務の全部又は一部を

免除することができる。 

２ 知事は、補助対象者が前項に該当する場合を除くほか、死亡、重度心身障害

その他やむを得ない事由により補助金を返還できなくなったとき、補助金の

返還の債務（履行期が到来していないものに限る。次項において同じ。）の全

部又は一部を免除することができる。 

３ 知事は、補助対象者が災害、疾病、その他やむを得ない事由により補助金を

返還することが困難であると認められるときは、その事由が継続する限りに

おいて、補助金の返還の債務の履行を猶予することができる。 

 

（収益納付） 

第１３条 知事は、補助対象者が行う補助事業の実施期間内に、補助事業の実施

により収益が生じたと認めたときは、補助対象者に対し交付した補助金の全

部又は一部に相当する金額を山梨県に納付させることができるものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１４条 補助対象者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及

びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した機械及び器具

（以下「取得財産等」という。）については、減価償却資産の耐用年数等に関



する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間（以下「財産処分制限

期間」という。）を経過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を

補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供してはならない。 

２ 補助対象者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書

（様式第８号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補

助金のうち取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、又は担保に供した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間

に相当する分を返還させるものとする。 

 

（帳簿等の整備及び保管） 

第１５条 補助対象者は、補助事業の収支に関する帳簿及び関係書類について

補助事業終了の年度の翌年度から起算して５年間、整備保管しておかなけれ

ばならない。 

２ 前条第１項に規定する取得財産等がある場合は、その財産処分制限期間中、

前項の帳簿等を整備保管しなければならない。ただし、前条第２項による知事

の承認を受けた場合は、その年度までとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和８年８月２４日から施行する。 

  



別 表 （第３条関係） 

補助事業 

補助事業は次に掲げるものとし、補助対象者は複数の事業に取り組むことができ

る。ただし、申請は一度にまとめて行うものとし、交付決定後に事業の追加を行

うことはできない。 

補助対象期間は、交付決定日から当該年度の３月末日までとする。ただし、年度

を跨ぐ継続的な事業については、あらかじめ承認を受けたものに限り、当該年度

の翌年度の３月３１日までを対象期間とする。 

 

 

事業Ⅰ 国内外研修支援事業 

国内外の先進的な取組を行っている飲食店等での研修や催事、セミナー等に

参加し、自らの技術力向上につなげる取組 

事業Ⅱ コンクール等参加支援事業 

料理人としての技術力向上のため参加する国内外のコンクール参加に係る取組 

事業Ⅲ 資格取得支援事業 

料理人としての技術力向上に資する資格取得に関する取組 

 

 

補助対象経費 補助率 軽微な変更 

旅費 居所又は事業所から補助事業受入先まで

の往復に要するもの及び研修中のプログ

ラム等への参加に要するものであって、次

に掲げるもの 

一 鉄道賃 

二 船賃 

三 航空賃 

四 宿泊料 （上限については旅費法の定め

に準じるものとする。） 

五 旅行雑費 

補助対象経費

の１／２以内

（補助金の額

は７５万円を

上限とし、最

低事業費を１

０ 万 円 と す

る。） 

１  補助対

象経費の各

費目相互間

において、い

ずれか低い

額の３０％

以内を増減

させる場合 

 

２  補助事

業の目的の

達成に支障

をきたさな

い事業計画

の細部の変

需 用

費 

一 消耗品費（教科書その他の教材又は道

具の購入に要するもの） 

二 食材費（自己訓練又は技術研修に使用

したものに限る） 

役 務 一 授業料及び入学金 



費 二 修学費 

三 受講料、講座料その他の教育関連経費 

四 入学のための試験に係る検定料及び

在学証明、成績証明その他学生又は生徒

の記録に係る証明に係る手数料及びこ

れに類する手数料 

五 研修費及びプログラム等参加費（その

参加に要する経費であって、旅費に相当

する経費を含む。） 

更であって、

交付決定を

受けた補助

金の額の増

額を伴わな

い場合 

 

委 託

料 

一 支援を行う事業者に支払う手数料及

びサービス提供料 

二 その他委託料 

使 用

料 

及び 

賃 借

料 

一 教科書その他の教材又は道具の使用

料及び賃借料 

二 施設設備使用料及び賃借料 

負 担

金 

研修先に支払う負担金 

その他知事が補助事業実施に必要と認める経費 

※旅費は、実費によりがたい場合は、山梨県職員旅費条例（昭和３２年山梨県条

例第５６号）の例による。 

※旅行雑費とは、海外空港諸税、空港使用料、旅券の交付手数料、査証手数料、

予防接種料、出入国税、燃料サーチャージ、航空保険料、航空券取扱手数料等

の経費をいう。 

※その他の委託料とは、一部の業務（旅行の手配等）を委託により行った場合に

おける経費であって、それ以外の各補助対象経費区分に相当する経費をいう。 

※１件当たりの金額が千円未満であるものについては、補助対象経費としない。 

※本補助金の対象となる経費は、交付決定通知書に記載された補助事業期間内

に要した経費であり、支払が完了したものとする。 

※補助対象経費は、消費税及び地方消費税に相当する額を除いた額とする。 


